予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：障害者福祉費
	事業名　障がい者農業参入チャレンジ事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　健康福祉部　障害福祉課　社会参加推進係　電話番号：058-272-1111（内2614）

　　　　　　　E-mail： c11226@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　11,944 千円（前年度予算額： 8,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	8,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,000

	要求額
	11,944
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	11,944

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　・障がい者就労支援施設の工賃向上や一般就労への機会拡大に向けた取組が必要。
　　・農業分野においては、従事者の高齢化等により担い手不足が生じている。

　　・農業分野で障がい者が就労することは好相性と言われており、障がい者施設と農業者双方のニーズが共有される仕組みが必要。
（２）事業内容

　　・「障がい者農業参入チャレンジセンター」を設置し、障がい者就労支援施設と農業者の橋渡しを行うことで、施設の農作業の仕事の受注（施設外就労）を促進し、農業分野における障がい者の就労機会の拡大を図る。
　　　①障がい者農業参入チャレンジセンターによるマッチング
　　　　・センターに「障がい者農業就労支援コーディネーター」を配置。施設外就労の開拓や施設と農業者の仲介・調整を行う。
　　　　・障がい者が現場で農作業を行う場合に、「障がい者農業就労支援サポーター」を派遣。農作業に係る技術やノウハウを指導。
②障がい者農業参入セミナーの開催
　　　　施設や農業者等に対し、農業参入セミナーや先進地視察等を実施。
　　　③工程分析調査

　　　　・障がい種別ごとにより効率的な作業工程を分析。

　　　　・好事例報告会・工程分析報告会・先進事例視察会を通じて、工程分析調査の結果や先進地域の好事例などを共有し、事業活用を促進。

　　　④農福連携地域ネットワーク協議会の設置
　　　　福祉団体、農業団体、県関係課による協議会を開催。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県　10/10
（４）類似事業の有無
　　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	11,625
	障がい者農業参入チャレンジセンター設置

工程分析調査・好事例報告会・工程分析報告会・先進事例視察会

障がい者農業参入セミナー開催

	報償費
	210
	外部有識者　@10,500*2回*10人=210,000

	旅費
	84
	職員旅費　@3,487*24回=83,688

	需用費
	5
	会議費　@150*15本*2回=4,500

	使用料
	20
	会場使用料　@10,000*2回=20,000

	合計
	11,944
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・岐阜県障がい者総合支援プラン
（２）国・他県の状況
　・類似のスキームでは鳥取県、島根県等が実施しており、事業に取り組んだ施設の工賃向上、施設利用者のリハビリテーション等の効果がある。

（３）後年度の財政負担
　・平成２９年度までに実際のマッチング事例を通じて、農業者と施設の相互理解の促進、障がい者が従事できる農作業のリスト化等を実施。
　・上記を踏まえて、平成３０年度以降の事業展開を検討する。

（４）事業主体及びその妥当性
　・県内施設の工賃向上や農業者の担い手不足改善等に取り組む事業であるため、県が実施主体となることが妥当である。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	県が障がい者就労支援施設と農業者との橋渡しを行うことで、両者の相互理解を促進し、農業分野における障がい者の就労機会の拡大を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	施設外就労のマッチング件数
	0
（H26）
	5
（H27）
	（H  ）
	5
（H27）
	45
（H28）
	11.1％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

・障がい者農業参入チャレンジセンターによるマッチング、制度周知。マッチング件数１件。５件がマッチングに向け交渉中。
・障がい者農業参入チャレンジセミナーの開催（約６０人が参加）。
・農福連携地域ネットワーク協議会の開催。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

・５件のマッチングが成立。事業所が農業者から仕事を受注。
・現在３件がマッチングに向けて交渉中。
・１事業所が新たに農業分野に参入し、サポーターを派遣。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　障がい者の農業分野での就労機会を拡大することにより、障がい者就労支援施設においては工賃向上や利用者のリハビリ効果、農業者においては担い手不足の改善等が期待できるが、現状では両者を結び付ける役割がないため、県が橋渡しをする必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　障がい者就労支援施設、農業者双方に本事業の周知を図り活用を促した結果、徐々に成果が上がりつつある。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　県内事業所の授産活動の支援を行う岐阜県社会福祉協議会に委託し、農業分野においても関係団体の協力を得ながら事業の効率化を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
現状では、障がい者就労支援施設と農業者間の相互理解、情報共有が十分ではなく、事業の活用に消極的な施設もあることから、ノウハウの蓄積と、その情報共有を行い、制度活用を促すことが必要。
　また、農業法人については、制度の活用の相談が増加している一方、個人農家へのアプローチを強化し、需要の掘り起こしを図る必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　実際の作業事例により浮かび上がった成果や課題を情報共有するとともに、障がい者がより効率的に農業に従事できる作業工程を分析する事で、障害者就労支援施設に制度の活用を促す。また、関係機関の協力を得ながら、農業者へのアプローチを強化し、制度の活用を促す。


